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おいて司法省法案を大きく改めるものとなった。連邦政府法案は、2016 年 12 月 15
日に国民議会 (Nationalrat) で可決され、20 日に連邦議会 (Bundesrat) で可決成立し、
2017 年 1 月 1 日に施行された。
　以下、オーストリア刑訴法 209 条 a の修正に関する①連邦司法省法案の提案理由
書と②連邦政府法案の提案理由書を紹介する。
　①連邦司法省法案の提案理由書 (201/ME XXV.GP - Ministerialentwurf - Erläuterungen)
　Ⅰ．「総則」において示される法案の要綱の 4.）において、改正項目の一つが「刑
訴法 209 条 a 及び 209 条 b の王冠証人規定を恒久的な法規定にすること及び実務で
生じている問題の明確化」であるとし（１頁）、加えて「補足 4.）」においてその趣
旨をより明確にし「検察官との協働を理由とした訴追の中止に関する刑訴法 209 条
a 及び 209 条 b の規定（『王冠証人規定』）は、2011 年 1 月 1 日に施行され、さしあ







　「検察官との協働を理由とした訴追の打切りに関する刑訴法 209 条 a 及び 209 条
b の規定は（『王冠証人規定』）は、刑法、1975 年刑事訴訟法、検察庁法及び裁判所
組織法を刑法力 strafrechtliche Kompetenz の強化のために改正する連邦法（刑法力包
括法、BGBl Ⅰ Nr.108/2010）を以て導入された。それは、2011 年 1 月 1 日に施行さ











の必要がある。実務において刑訴法 209 条 a の王冠証人規定はどの時点まで適用さ
れてよいか、特に、潜在的な王冠証人に対して既に捜査が行われている場合にそれ


























　刑訴法 209 条 a 第 1 項は、既に本質的な寄与の提供を促しているので、刑訴法














不足に代えて、1 項 1 号に定められた犯罪の解明への本質的寄与の欠如を手続の続
行理由とすることが提案される」（7-9頁）




長による刑訴法 209 条 a 及び 209 条 b による『王冠証人規定』を改正する」ことで
あるとし（１頁）、これを「補足 4.）」において詳説し、「検察官との協働を理由と
した訴追の中止に関する刑訴法 209 条 a 及び 209 条 b の規定（『王冠証人規定』）は、













　「検察官との協働を理由とした訴追の中止に関する刑訴法 209 条 a 及び 209 条 b
の規定（『王冠証人規定』）は、1975 年の連邦法（strafrechtliches Kompetenzpaket, 
BGBl I Nr. 108/2010）により導入された。それは、2011 年 1 月 1 日に施行され、有
効期限はさし当たり 2016 年 12 月 31 日までとされた。
　従来の実務の評価によれば、王冠証人規定は、これまでほんの僅かな件数しか









くして実務では、どの時点まで刑訴法 209 条 a による『王冠証人規定』が適用され
て良いか、特に潜在的な王冠証人に対して既に捜査が行われている場合にそれが排





　司法大臣で大学教授の Wolfgang Brandstetter 博士は、その解明のため高位専門家
委員会を設置し、彼らに比較法的観点を交えて当該法案に加筆修正を加えるための
提言を依頼した。この専門家委員会は、Christian Pilnacek（連邦司法省刑法部局）
を座長とし、司法大臣の委嘱により Gerhard Dannecker 教授（ハイデルベルク大学）、
Peter Lewisch 教授、Susanne Reindl-Krauskopf 教授（両者ともウィーン大学）、Alois 
Birklbauer 教授（リンツ・ヨハネス・ケプラー大学）、Ingeborg Zerbes 教授（ブレー
メン大学）、Mathias Vogl 博士（連邦内務省）及び州検察官 Carmen Prior（連邦司法






































　最後に、専門家委員会の助言の意図に沿って刑法 41 条 a との関係も明確にされ












































































































（その点について刑法 41 条 a の構想も参照）。――現在の法律状態のように――何
らかの犯罪であればいいのではなく、一定の重大な犯罪だけが王冠証人の資格を基
礎づけうるべきである（これについては Dannecker, Stellungnahme, S. 29, 48）。した
がって王冠証人の犯罪については 1 号から 3 号に掲げられた犯罪でなければならな
い。司法省法案と異なって 2 号において『経済犯罪及び汚職の訴追のための中央
検察官』（WKStA）の選択から独立して『王冠証人規定』の適用が一般的に刑訴法
20 条 b の基準を満たす犯罪について可能であることが明確にされた。他方、3 号は、
その適用範囲に刑法 41 条 a のそれを加える。










法取引としての『王冠証人規定』の否定に基づき法文においても刑訴法 209 条 a 及

























　『2 項及び 3 項の規定により』との文言から本規定による訴訟上の措置を求める
権利は、2 項及び 3 項の定める要件も存在する場合にのみまたその限りで存在する
ことが明らかとなる（これについては以下参照）。






積極的な関与の要件も 1 項 1 号及び 3 号に掲げられた犯罪の解明のための本質的な
寄与の要件もさらに特に 2 項に掲げられた排除基準も満たさない。しかし彼は、捜
査手続において検察官による消極的処理が不正に行われたと考える場合には、自己
の権利の拒否を理由に異議を申し立てたり（刑訴法 106 条 1 項 1 号）またはさらに
別の結果において公判における規定の適用を要求することができる。さらに、刑訴
法 199 条により準用される条文の追加により有罪の場合における刑訴法 281 条 1 項






































































刑訴法 209 条 a による措置は正当化できないであろう。行為に与える決定的影響ま
たは共謀、団体及び組織における指導的な役割は、王冠証人の地位を排除する。
　検察官が審査する中で法律上の要件の不存在が分かれば、検察官は、手続を続行
し、これを被疑者に通知しなければならない（3 項 3 文）。基本的に刑法 41 条 a の
実体的要件が存在する場合には、検察官は、この特別な刑の減軽の申し立てをする
が、事実上の適用の如何は、当然ながら公判の結果に依存し、最終的には裁判所の




　これに反して要件が存在する場合には、検察官は、刑訴法 200 条乃至 203 条、


















『解明への協力』„Mitwirkung an der Aufklärung“ に代えて『解明に際しての協働』 
„Zusammenarbeit bei der Aufklärung“ の概念が用いられる。
　今回、採用される権利要求と刑訴法 209 条 a の適用に関する検察官の消極的判断


















る場合には、書類の提出を以て期限が始まる。さらに、刑訴法 195 条 3 項及び 196
条の準用（現在の文献は、これらの規定の類推適用を前提とする。次の文献参照。
Leitner/ Ulrichin Schmölzer/Mühlbacher, StPO (2013) § 209a Rz 57; Schroll in WK-StPO 




　刑訴法 209 条 b 第 1 項の文言は、競争制限防止法 11 条 3 項による連邦競争制限
防止庁の措置を指示する 2012 年のカルテル・競争制限防止法改正法（BGBl. I Nr. 
13/2013）の施行まで、競争制限防止法 11 条 3 項に過料の軽減の可能性も掲げられ
ていた。2013 年 3 月 1 日以降、これは、競争制限防止法 11 条 4 項に定められている。
カルテル・競争制限防止法改正法の改正の際に、当初意図された刑訴法 209 条 b の
適用領域の制限は計画されるに至らなかったので、刑訴法 209 条 b 第 1 項に競争制
















とする。提案される刑訴法 209 条 a 及び 209 条 b は、本法の施行後に事実が判明し
た手続に適用され（刑訴法 514 条 35 項参照）、それ以外の手続の場合には、今後も
現行の規定が適用される」（8-15 頁）。
　本稿は、JSPS 科研費・基盤研究 (C)JP16K03377 による研究成果の一部である。
